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1．はじめに 

地方都市圏では公共交通利用者の減少により、一部

では廃線が検討される可能性もある。公共交通の利用

促進を図るためには、利便性を向上させることが課題

となっている。そこで利用促進を目指して、JR 牟岐

線ではパターンダイヤ化が導入予定である。 

ここで、地方都市圏では鉄道駅へのアクセス交通が

脆弱であることから、鉄道への端末交通としてバス路

線網を再編し、鉄道と端末交通の連携したパターンダ

イヤ化が必要であると考えられる。本研究では、鉄道

のパターンダイヤ化とバス交通の連携による公共交

通の利用促進効果を明らかにすることを目的とする。 

2．鉄道ダイヤに関する知見と現況把握 

 地方鉄道のパターンダイヤ化に関して、丹後地方の

鉄道網を対象として、最適なパルスタイムテーブルを

採用することで総走行距離を増加させずに総期待所

要時間が約 13％短縮することが示されている 1)。 

一方、実績ダイヤ図の可視化により、各時間帯の列

車の早発、前方列車の遅れによる団子運行、列車の到

着遅れによる次の運行開始の遅れなどの問題の発生

状況を明らかにしている研究 2)もみられる。 

 つぎに、地方都市における鉄道利用の現況を把握す

るために、徳島都市圏を対象として 2000 年に実施さ

れたパーソントリップ調査データを用いる。代表交通

手段が鉄道であるトリップ（約 1.3％）を抽出した。

鉄道利用トリップを対象として、[1]トリップ目的、[2]

トリップ出発時刻・到着時刻、[3]鉄道乗車時刻・下

車時刻、[4]駅別乗車数・降車数、[5]端末交通の所要

時間の 5 項目について分析した。その結果、鉄道利用

の 85％が通勤・通学目的であることなどを確認した。 

3．パターンダイヤ化に対する意向調査 

 鉄道のパターンダイヤ化とバス交通の連携による

利用意向を把握するために，Web アンケート調査を

実施する。対象地域は地方圏として、政令指定都市の

ある 16 都道府県を対象外とした。また、都市間鉄道

の無い沖縄を除外し、30 県を調査対象とする。 

 鉄道のパターダイヤ化により鉄道利用頻度の増加 

可能性のあるサンプルのみを抽出するために、「鉄道

の利用頻度」「自宅から最寄駅までの距離」「最寄駅の

1 時間当たりの列車本数」についてスクリーニング調

査をおこなった。具体的には、アクセス距離 5km 以

上，列車本数 2 時間に 1 本以下あるいは 1 時間 5 本以

上との回答のあるサンプルは対象外としている。 

 本調査は、職業、目的別利用交通手段、鉄道駅への

アクセス条件（3 問）、鉄道サービス水準（3 問）、降

車駅からのイグレス条件（2 問）、通勤距離、通勤所

要時間、鉄道の非利用の理由、およびパターンダイヤ

化されたと仮定した場合の利用頻度の増加（SP 調査

4 問）の計 17 項目の質問で構成した。 

パターンダイヤ化の SP 調査に関しては、パターン

ダイヤに関する説明文を提示してから質問している。

列車本数の 1 時間 1 本増発の有無、端末交通の連携の

有無の組み合わせで、「パターン化のみ」「バス連携」

「増発」「増発＋バス連携」の 4 種類の条件を設定し

た。それぞれに対して利用頻度の増加を質問している。

端末交通の連携については、「自宅から乗車駅、降車

駅から目的地までのバスが整備され、列車との乗り換

えの待ち時間がほとんど無くなるように接続された」

と被験者に説明をしている。 

調査実施にあたっては、収集サンプル数を 500 サン

プルとした。また、性別と年齢層（5 区分）からなる

計 10 区分において、サンプル数の割合が人口構成と

同一になるように割付を設定した。 

4．パターンダイヤ化による効果分析 

 鉄道のパターンダイヤ化とバス交通の連携による

利用頻度の増加に与える影響について分析する。パタ

ーンダイヤ化の SP 調査の回答の結果として、「パタ

ーン化のみ」においても鉄道利用頻度の増加があると

の回答割合は 18%となっている。したがって、パタ

ーン化により利用促進の可能性があることがわかる。

また、「バス連携」25%、「増発」25%、「バス連携＋

増発」28%となっており、端末交通の連携および増発

によるサービス水準の向上は鉄道利用頻度の増加に

効果を及ぼす可能性がある。 
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「パターン化のみ」での利用頻度の増加と現状利用

頻度の関係をクロス集計により整理した結果を表-1

に示す。現状の利用頻度が「週 1～3 回程度」「月 1～

3 回程度」の場合に、パターン化による利用頻度の増

加の回答の割合が高くなっている。また、「3 年以上

乗車していない」サンプルについても、少数ではある

が利用頻度の増加の回答がある。このように、パター

ン化により鉄道の非利用者における転換可能性もあ

ることがわかる。 

一方、パターンダイヤ化に加えて「バス連携」があ

る場合での利用頻度の増加と現状利用頻度の関係を

クロス集計により整理した結果を表-2 に示す。「パタ

ーン化のみ」と比較して、サンプル数の増加を赤字、

減少を青字で記載している。現状の利用頻度に関わら

ず、「パターン化のみ」よりも「増えない」の回答が

減少している。したがって、パターン化に加えて「バ

ス連携」により、鉄道の利用頻度の増加が期待できる。 

つぎに、パターン化による鉄道利用頻度とその要因

の関係を把握するために、順序ロジットモデルを適用

して鉄道利用頻度増加モデルを構築する。説明変数と

しては、「バス連携」「増発」のダミー変数に加えて、

現状の利用頻度、アクセス距離、現状の運行頻度を取

り上げる。最尤推定法により、それぞれの要因の係数

値を推定した結果を表-3 に示す。また、鉄道利用頻

度増加程度の閾値の推定結果を表-4 に示す。 

推定結果について、いずれの説明変数についても統

計的に有意となっている。したがって、「バス連携」

および「増発」がそれぞれ利用頻度増加に同程度影響

することがわかる。また、現状の利用頻度に応じて利

用頻度増加に影響するといえる。アクセス距離および

現状の運行頻度に応じて、パターン化による利用頻度

増加の効果は減少することがわかる。 

閾値についても、すべての区分で統計的に有意とな

っている。したがって、いずれの区分についても適切

に識別できているとことがわかる。 

 5．おわりに 

 本研究では、鉄道のパターンダイヤ化とバス交通の

連携による公共交通の利用促進効果を、意向調査に基

づいて分析した。その結果、[1]鉄道のパターンダイ

ヤ化により、非利用者を含めて利用頻度増加の意向を

形成する効果があり、バス連携で効果が向上すること

を示した。[2]パターン化による利用頻度の増加に関 

表-1 現状利用頻度とパターン化の関係 

 

表-2 現状利用頻度とバス連携型パターン化の関係 

 

表-3 鉄道利用頻度増加モデルの推定結果 

 
表-4 鉄道利用頻度増加モデルの閾値推定結果 

 

して、バス連携および増発だけでなく、現状の利用頻

度、アクセス距離、現状の運行頻度が寄与しているこ

とを明らかにした。 
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